Examining the Reliability and Validity of Statistical Results Reported in Japanese Language Education Research: A Particular focus on “Nihongo Kyoiku” by 櫻井, 勇介 et al.
日本語・日本学研究第 7 号（2017） 1
日本語教育研究の統計結果の妥当性と信頼性を検討する
―学会誌『日本語教育』を対象に―
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1．はじめに
　日本語教育学分野において中心的役割を果たす学会誌『日本語教育』のテーマは教育、日
本語、心理、社会など多岐に渡る（学会誌委員会編集担当委員 ,･2012）。研究方法の批評は
論文の一節にこそなれ主題となることはあまりなかったが、論文の価値は結果そのものより
も研究方法にある (村上 ,･2010) とも言われるほど、その重要性に疑いを差し挟む余地はない。
研究方法には、注目する現象をどう理解、規定し、そして測定、分析するかという研究手法
を内包し、それは研究結果とも不可分である。従って、科学研究による知の進歩は研究手法
の発展や普及と密接に係わり、より妥当で信頼できる手法の普及により、現在広く用いられ
る手法にも再考が迫られることもあるだろう。
　そこで本稿はこの分野であまり試みられていない研究手法そのものの検討に注力する。特
にその一種である統計処理に絞り、広く用いられている統計的手法でどれほど見たいものを
研究者が見ていたのか（妥当性）、得られた結果がどれほど信頼できるか（信頼性）を検証する。
具体的には『日本語教育』から「帰無仮説検定」（以下、検定）を用いた研究結果を抽出し、
その結果の妥当性と信頼性のそれぞれ一側面を「効果量」と「検定力」の指標を参考に検討
する。その結果を基に本誌の傾向を探り、この分野の研究者や実践家に意識化を促したい。『日
本語教育』では 8割程度の論文が量的手法を用いている（Sheppard,･2012;･村上 ,･2010）。も
ちろん量的手法と質的手法を同一論文が扱うこともあり、量的研究の全てが検定を用いるわ
けではないが、より多くの者がそれを適切に用い、評価できることがこの分野の発展の一要
素であることは間違いない。『日本語教育』を刊行する日本語教育学会の会員数は 4000 を超
え、日本の人文社会科学分野において最大規模の学会であるのみならず、その分野の性格か
ら世界中に会員が分布する。その歴史も長く、その学会の発行する学会誌の影響力は非常に
大きいことに鑑み ( 牲川 ,･2004)、本稿では当学会誌を特に扱うこととする。
2．帰無仮説検定の特徴と限界
　『日本語教育』では、学習者レベル、母語、環境などの要因の違いにより分けられた複数
学習者群の特徴の違いの検証に検定が頻繁に用いられ ( 村上 ,･2010)、分析手法として重要な
役割を果たしている。検定は研究者が興味を持つ要因の効果の有無を推計することを目的と
し、要因の効果の程度を標本サイズの大小による影響を除いて示すのが効果量であり、その
効果が収集した標本の属する母集団にある場合に、その標本でどの程度適切に検出できるか
を推計したものが検定力である。検定では、「5%」が頻繁に用いられる有意水準（α）をも
とに帰無仮説を棄却するかどうかが注目されるが、このαは、実際には有意な差がないのに
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差があると判断してしまう誤り（第一種誤謬）を犯す確率を示す。また、実際には有意な差
があるのに差がないと判断してしまう誤り（第二種誤謬）を犯す確率βも検定では考慮する
必要があり、これを 1から減じたものが先に述べた検定力である。検定では、効果量、検定力、
およびαと標本サイズのいずれか 3つが定まれば、残り一つが定まる ( 水本･&･竹内 ,･2008;･
鈴川･&･豊田 ,･2011)。他の数値が一定ならば、効果量が大きければ検定力も高くなり、標本
サイズが大きければ検定力も高くなる。
　ところがその検定は 2つの注意すべき特徴を持つ。第一にp 値が標本サイズに影響を受
けるため、結果がp 値の大小のみに依存するなら、その結果が注目する要因の効果による
のか、標本サイズによるのかわからない (Onwuegbuzie･&･Leech,･2004;･Sun,･Pan,･&･Leigh･
Wang,･2010)。例えば 50 点満点の試験で 2つの学生群の平均点が 25 点、26 点のとき、実質
的に大きな差があるとは考えにくい。ところがこの結果がより大きい 2群から得られればp
値は 0に近くなり (Anderson,･Burnham,･&･Thompson,･2000)、その結果、検定で有意な差で
あると結論付ける可能性は高まり、実質的には意味のない差にも過剰な注意が向けられる恐
れがある ( 杉澤 ,･1999)。日本の教育心理学分野では小さいp 値をもって差が大きいと誤解さ
れる例が多いと指摘されている ( 孫 ,･2010;･鈴川･&･豊田 ,･2011)。本来は、得られた差が標本
サイズに関わらず果たしてどの程度なのか検証する必要性があり、その参考となるのが効果
量である (Cohen,･1992;･水本･&･竹内 ,･2011;･杉澤 ,･1999;･鈴川･&･豊田 ,･2012)。
　p 値のみに依存する第二の問題は、要因の有意な効果が実際にあるとしても、その標本で
はどの程度正しく検出できるのかわからないことである。例えば、検定で注目する 2学生群
間の日本語運用力に有意な差があると判断したとする。しかしこの結果が母集団から繰り返
し得られる可能性が低いと推計されるなら、結果の信頼性に疑問が生じる。ゆえに有意な結
果を正しく検出できる確率を推計する検定力が、調査者はもちろん、査読者や読者にとって
も結果の信頼性を評価するうえで欠かせない指標となる ( 鈴川･&･豊田 ,･2012)。このような
検定の限界に対応するため効果量や検定力の意義が主張されており (Cohen,･1992;･DeKeyser･
&･Schoonen,･2007;･Sun,･et･al.,･2010;･水本･&･竹内 ,･2011;･鈴川･&･豊田 ,･2012)、学術誌『Basic･
and･Applied･Social･Psychology』では、検定がはらむ問題からその使用が禁止されてさえい
る (Trafimow･&･Marks,･2015)。
2-1　効果量の概説
　効果量に注目する意義は、標本サイズに影響を受ける検定のp 値と異なり、注目する要
因の効果を標準化した大きさの示唆を得られることであり (Fritz,･Morris,･&･Richler,･2012)、
効果量は一般的に標本が帰無仮説からどの程度かけ離れているかを標本サイズの影響を除
して標準化した指標である (Sun,･et･al.,･2010)。例えば学生群間で日本語力に差があるかを検
討する際、群間の差がより大きければ、帰無仮説「異なる群間で差はない」からかけ離れて
いることになり、効果量は大きくなる。複数群間の差の有無を問うならば、標本サイズに影
響を受ける検定だけでは見たいものを見ていない、つまり妥当性に疑問があると言え、実質
的な要因の効果の大きさの検証が不可欠となる (Sun,･et･al.,･2010)。その効果量にはいくつか
の種類があり、小、中、大の要因の効果の大きさの目安が提案されているものもある（表
1）。本来はこの目安を絶対的な値として盲目的に適用するのではなく、その分野における実
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質的な差の大小の意義を吟味すべきだが (Sun,･et･al.,･2010;･杉澤 ,･1999)、それが先行研究でな
されていないなら、検定のみに依存するよりは効果量を考慮する意義はあると言える (Fritz,･
et･al.,･2012;･Sun,･et･al.,･2010)。効果量が小さくとも、その差が例えば生命に重篤な帰結を伴
う場合や長期的に継続する場合などは、特に注目すべき事例と言えよう (Prentice･&･Miller,･
1992)。
表 1　代表的な効果量の算出と Cohen の大きさの基準
2-2　検定力の概説
　先に述べた検定力とは母集団において帰無仮説が誤りである際に、得た標本で適切に帰無
仮説が棄却できる確率であり (Cohen,･1992)、有意な結果が得られた際の信頼性を示唆する。
対立仮説が正しい場合にそう結論付ける確率とも言え ( 鈴川･&･豊田 ,･2011)、要因の効果
があるという仮説を積極的に受け入れるために重要な意味を持ち (Fritz,･Scherndl,･&･Küh-
berger,･2013)、Cohen（1992）は .80 以上を提案している。例えば検定力が .80 なら、算出さ
れた効果量が母集団にある場合、同様の標本を繰り返し収集したら 80%の確率で有意な結
果を得ると示唆する。仮に .50 未満なら得られた効果量が母集団にあっても、その検定条件
では有意な結果を検出する確率は 2回に 1回にも満たず、信頼性が低いと示唆を与える。
　検定力のもう一つの意義は、検定結果が要因の効果に起因するか、または極端な標本サイ
ズに起因するか考える手がかりを与えることである。有意な結果が得られた際に、効果量が
小さいにもかかわらず標本サイズが大きく検定力が極端に高ければ、実質的にはほとんど意
味がない差を有意であると検出している可能性を示し ( 鈴川･&･豊田 ,･2011)、結果の解釈に
慎重な態度を要する。また、逆に検定で有意な結果が得られなかった場合に検定力が低すぎ
なければ、帰無仮説「要因の効果がない」を受け入れる指標となるが、検定力が低すぎれ
ば注目した要因の効果を検出するには単に標本サイズが小さすぎた可能性を排除できない
(Fritz,･et･al.,･2013)。
　本来ならば検定力分析は研究前の使用が特に意味を持つ。なぜなら有意水準、注目に値す
る効果量、その研究が満たしたい検定力の値を設定すれば、必要な標本サイズを前もって
算出できるからだ。この検定力の重要性が謳われ 20 年が経つが、普及はまだ不十分であり
(Cohen,･1992)、日本語教育分野でもまだあまり意識されていないようである。
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2-3　効果量・検定力の教育関連分野研究への適用と現状
　これらの検定の問題に対処すべく、例えば『Language･Learning』は論文投稿者に検定
使用の際の効果量の提示を要求している (DeKeyser･&･Schoonen,･2007)。日本の英語教育分
野でも効果量の重要性が説かれ ( 水本･&･竹内 ,･2008,･2011)、教育心理学分野でも今後強く求
められると言われており ( 鈴川･&･豊田 ,･2011)、アメリカの教育、心理学分野の学会誌でも
すでにその使用が奨励されている (Sun,･et･al.,･2010)。そして、これらの分野では本調査のよ
うに効果量の使用実態も報告されている｡ Sun 等（2010）によれば米国の教育、および心
理学分野で検定を用いた論文の約半数が効果量を提示していたという。同様に『Journal･of･
Experimental･Psychology:･General』の編集長からその雑誌の効果量使用の実態調査を依頼
されたFritz 等 (2012) は、効果量の使用は広まっているがおおよそ半数の論文にとどまって
いたと報告している｡ さらに先述の Sun 等は、「効果量中以上にもかかわらず有意でなかっ
た検定結果」と「効果量中に至らなかった有意な結果」を矛盾した結果とし、効果量を提示
した論文の 4割はその矛盾に言及していなかったと報告している。これらの 4割の論文では
検定結果のみに依拠し、実質的な要因の効果の大小を考慮せず議論がなされていることにな
る。また、標本サイズが小さすぎたことで有意な結果を得なかった場合も、効果量を考慮す
ることで、実質的な差は大きいにもかかわらず有意ではないと結論付けるのを防ぐ助けとな
る (Sun,･et･al.,･2010)。検定のこれらの問題を補うために効果量の考慮が望まれている。
　さらにこれらの分野では検定結果が論証のために十分に信頼に足るものであったかも検証
されている。杉澤 (1999) は学会誌『教育心理学』で検定結果の 6割強が効果量中以上であっ
たものの、検定力は .80 を下回っていたと報告したが、近年では効果量中以上を検出した場
合の検定力は高まっていたという ( 杉澤 ,･2011)。ところが、有意な結果を得たものの、小程
度の効果量しかない場合は、7割程度の論文において検定力が .50 未満、つまり実際に母集
団に要因の効果があったとしても、2回に 1回以上も検定で有意な結果を得ない検定条件で
あったと報告している（杉澤･2011）。
　効果量や検定力は科学知識の集約を促す意義もある。標準化された指標により、同様の事
柄に注目した先行研究の結果をまとめ、一般化を目指すメタ分析が可能となり (Sun,･et･al.,･
2010)、知識の集積や理論形成のための知識の統合がより効率的にできる。効果量や検定力
を提出しないとしても、その算出のために十分な結果が提示されないなら、研究結果の再
現性の検証を妨げ、学術知識の蓄積に十分に貢献していないという指摘もある (Sun,･et･al.,･
2010)。自然科学と比べ、社会科学は研究結果の再現性はそれほど強く求められなかったの
かもしれない (Sun,･et･al.,･2010)。しかし、研究者が注目する様々な現象も異なる研究者が異
なる場面においても再現することが科学への貢献に重要 (Johnson,･1999) であるならば、日
本語教育分野でも再現性や知識の一般化を考慮し、読者へ十分な情報を提供することは意義
深いと言える。
　このような効果量や検定力に準ずる指標を考慮した論文は日本語教育分野ではほとんど見
当たらない。もし効果量と検定力を考慮せず、検定のみに依存するなら、その結果が要因の
効果によるのか、標本サイズの大小によるのか不明で、研究手法の妥当性に疑問が残る。ま
た、その結果がどれほどの確率で得られるかもわからず、結果ひいては論文の主張の信頼性
を損ねかねない。Cohen(1992) や孫 (2010) などは研究者一般へ効果量や検定力の普及が不十
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分であることを憂慮している。孫 (2010) は典型的な教育心理学の学習者は数学に不得手な傾
向があることが統計が適切に用いられない背景にあると指摘し、理解を広める必要性を訴え
る。さらに検定力が十分に用いられない原因は編集委員や査読者が要求しないことにあると
いう厳しい指摘もある (Fritz,･et･al.,･2013;･葛西 ,･2006)。また、先行研究と同じように統計ソ
フトを使うことに研究者が終始し、すぐに計算できると思っていること、検定は客観的で正
確に見えることなども事態が改善されない理由だと指摘されている (Johnson,･1999;･Sun,･et･
al.,･2010)。『日本語教育』で度々使用される研究方法は広く受け入れられたものであるが ( 村
上 ,･2010)、建設的批判なくそれを踏襲することは潜在的な問題を繰り返してしまうのではな
いかと危惧する。これまで『日本語教育』の傾向を調査した論文には 2012 年に組まれた特
集「学会誌の回顧と展望」で扱われた一連の論文や会話データの特徴を整理した大場等 (2014)
などがある。研究方法についてはデータ収集の方法、注目された要因、分析方法の傾向を整
理した村上 (2010) があるが、本稿は分析方法についての新たな一側面について掘り下げる試
みである｡ 検定一辺倒でなく効果量や検定力を考慮すれば、研究の妥当性と信頼性をどの程
度高められるかを示し、今後の可能性を模索したい。現在の問題を認識することは言語教育
研究実践、並びに学会の政策転換の重要な一触媒となりうるだろう。
3．　研究課題
　『日本語教育』で報告された検定結果がどれほど妥当で信頼できるのか、その一側面を効
果量と検定力の観点から検討する。具体的には、『日本語教育』（2004-15 年）の論文から検定、
特にt 検定、分散分析、χ 2 検定の結果を抽出し、それぞれの効果量及び検定力を算出する。
本稿では『日本語教育』の統計手法の使用実態の探索を目的とするため、内容を問わず条件
にあてはまる全論文を対象とした。特定のテーマに絞るメタ分析も知識の集積に貢献する重
要なアプローチであるが、本稿の目的は『日本語教育』という学会誌の学術交流活動上の傾
向をまとめることであり、この分野の研究者、読者、編集者に研究手法に関わる意識喚起を
することを主眼とする。もちろん、本稿は検定を使うべきだと主張するものでも、因果関係
を検定で証明できると主張するものでもない。さらに統計手法は研究方法の一過程であり、
本調査は全てのデータ収集方法、指標、測定や論文の主張自体の妥当性と信頼性を検証する
ものでもない。
4．　方法
4-1　データの抽出
　検定を含む論文 66 本から 804 の検定を抽出し、本文及び図表の数値から効果量と検定力
を算出した。論文中には比率のみ示されているものの、実際の検定は頻度や実測値などの生
データを用いたと分かるものはそれを使用した。ただし次のような検定は除外した。1）数
値（標本サイズ、平均値、標準偏差、t 値、F 値、自由度）の提示が全くないもの、2）複
数群それぞれの平均値と人数から標本全体の平均値を再計算するような際に四捨五入による
切り捨て、または切り上げの誤差が積み重なるもの、3）教育効果の測定前に複数群間の知
識等の程度に差がないことを確認する検定、4）調査で使用する単語リストや例文のような
材料の難易度や語彙頻度の差異についての検定、5）論文の主眼でない補足的情報として提
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示してある検定である。これらの除外した検定は十分に情報が得がたく、どのような検定が
何度行われたのか不明瞭で、正確にいくつが除外の対象となったのかわからない。また、相
関分析は効果量と同様の指標である相関係数をもとに考察がなされており、本稿で再び扱う
必要はないと考え省いた。
4-2　手続き
4-2-1　効果量と検定力の算出
　効果量は表 1の数式をもとに算出した（Excel･2010,･ver.14.0）。t 検定の効果量指標には今
回使用するd 以外にr もある。r とd はともに頻繁に報告される数値から算出でき、かつ相
互換算可能であるものの、d の方が頻繁に用いられること (Fritz,･et･al.,･2012)、効果量の大き
さの目安を提案した Cohen 自身が提案した指標であることから本稿ではd を用いる。ただ
しCohen の基準に依拠する限りはこの 2つは相互換算可能であり (Fritz,･et･al.,･2012)、対応
する値が決まっておりどちらを用いても効果量大、中、小の範囲への分布頻度は同じ結果と
なる。また、分散分析にはη 2、η p
2、η G2、ω 2 やf などもあるが (Fritz,･et･al.,･2012)、本
稿ではf が最善であると判断した。それはη 2、η p
2、η G2 の算出には、一般にあまり報告
されない平方和の値が必要であり、これまでの論文から算出がほぼ不可能なためである。ω 2
やf は使用される頻度は低いが (Fritz,･et･al.,･2012)、効果量の目安を提案した Cohen がf を
開発したことから選択した。『日本語教育』ではη 2 を用いた論文が 2015 年から見られるが、
f はη 2 と相互換算が可能であり (Fritz,･et･al.,･2012)、t 検定の場合と同様にCohen の目安に
依拠する限りは同じ効果量大、中、小の範囲への分布結果となる。χ 2 検定は 2× 2のみに
適用可能なφではなくそれ以上の分割表も扱える Cramer’s･V を用いた。t 検定は水本と竹
内 (2008) の効果量算出シート、分散分析は葛西 (2011) の『分散分析用効果量電卓 2011』、χ 2
検定は田中・中野 (2013) の js-STAR･2012 で検算をした。
　検定力はR（ver.3.0.1）の pwr パッケージで算出し（有意水準は 5%に設定）、G*power･（ver.･
3.14）･(Faul,･et･al.,･2007) で検算をした。片側検定か両側検定か明言していないt 検定は、論
旨から判断して全て両側検定とみなした。Rの pwr パッケージ、及び G*power での分散分
析の検定力算出に効果量f が必要であることも、分散分析の効果量指標の中からf が最適だ
と判断した理由の一つである。
4-2-2　集計手続
　効果量と検定力の算出後、検定で有意な結果を得たものと、有意な結果を得なかったもの
に分類した。データの提示はあるものの結果に言及のない結果は「～に差がある」のような
積極的な考察対象となっていないことから有意な結果でなかったと判断した。また、有意水
準を 5％に設定していると推測できるもののp 値がやや 5％を超えた結果を要因の効果があ
る「傾向がある」と議論する論文も少数ながらあり（厳密に有意水準の設定は明言されてい
ない）、それらも別に分類した（1）。その後それぞれの分類おいてCohen･（1992）の目安で効
果量が小に満たない結果と、小、中、大以上の結果で集計し、さらにそれぞれの検定力によ
り 10%区切りで整理した。この結果をもとに、有意な結果を得た、または得なかった場合、
どの程度の実質的な差を扱っていると示唆されるか、どの程度の確率で母集団から適切に検
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出する研究計画で検定が行われていたか検証する。
5．結果
　804 の検定のうち有意な結果は 412 例（51.2%）、有意でない結果は 372 例（46.3%）であった。
「傾向差」や「有意傾向」のような表現を用いている結果が 20 例（2.5%）あったが、この扱
いは様々で、積極的にではないが要因の効果があるとして議論に含まれている場合や、有意
だと判断した結果とは区別しているものの有意な結果と同様に議論の対象となっている場合
などがあった。これらの結果は「p>.05」のように示すにとどまり、厳密なp 値の提示がな
いことも多く、p 値が .05 をやや超えた程度の結果はもっとあったと考えられる。以下、有意、
有意でない、「有意傾向」と判断された結果の効果量と検定力の傾向を示す。
5-1　有意であると判断した結果の効果量と検定力
　有意な結果の 61.2%（252 例）が効果量大の下で検定が行われ、20.1%（83 例）が効果量中、
10.9%（45 例）が効果量小、0.5%（2 例）が効果量小の基準に満たない範囲であった（表 2）。
有意な結果であると判断されたものの、必要な数値が提供されず効果量算出ができなかった
ものが 7.3%（30 例）であった。
　それぞれの検定が対象とする要因の効果が実際に母集団にある場合、それを適切に検出す
る確率を示す検定力は、Cohen（1992）が勧める80%以上に注目すると、76%（313例）であった。
これは実際に検定が対象とする効果が母集団にあるなら、10 回に 8回以上の確率で有意だ
と推定できる研究計画で調査が実施されていたことを示す。これに満たない例は 16.7%（69
例）、必要な数値が提示されずそれがどの程度の確率で得られるのかわからない例は効果量
の場合と同様に 7.3%（30 例）であった。
表 2　有意な効果があると判断した結果の効果量と検定力の頻度（括弧内は比率）
効果量の範囲 検定力の範囲
検定力 算出不可 小以下 小 中 大 ごとの小計
90%以上 2 (100) 18 (40) 48 (57.8) 222 (88.1) 290 (70.4)
80% 以上 7 (15.6) 8 (9.6) 8 (3.2) 23 (5.6)
70% 以上 12 (14.5) 11 (4.4) 23 (5.6)
60% 以上 4 (8.9) 11 (13.3) 5 (2) 20 (4.9)
50% 以上 6 (13.3) 3 (3.6) 4 (1.6) 13 (3.2)
40% 以上 2 (4.4) 2 (0.8) 4 (1)
30% 以上 2 (4.4) 2 (0.5)
20% 以上 5 (11.1) 5 (1.2)
10% 以上
0%以上 1 (2.2) 1 (1.2) 2 (0.5)
算出不可 30 (100) 30 (7.3)
効果量の範囲･
ごとの小計
30 (7.3) 2 (0.5) 45 (10.9) 83 (20.1) 252 (61.2) 412
5-2　有意でないと判断した結果の効果量と検定力
　有意でないと判断された結果の 25.3%（94 例）が効果量小の基準を下回り、28.8%（107 例）
が効果量小の範囲であった（表 3）。一方 4.8%（18 例）が効果量中、3.5%（13 例）が効果量
大の基準を上回っていた。つまり 3.5% の結果では有意な効果がないと判断したが、実質的
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な効果は大きい可能性があり、中程度まで含めれば 8.3% が実質的な要因の効果が中程度以
上の可能性があるにもかかわらず、検定結果により要因の効果はないと判断していたことに
なる。さらに検定では有意ではないと判断したが、37.6%（140例）は十分な数値が提示されず、
注目する要因の影響が実質的にどの程度だったか、また、どの程度信頼できる研究計画下で
得られた結果か査読者や読者は評価できない。
表 3　有意な効果がないと判断した結果の効果量と検定力の頻度（括弧内は比率）
効果量の範囲 検定力の範囲
検定力 算出不可 小以下 小 中 大 ごとの小計
90%以上 2 (2.1) 16 (15) 5 (27.8) 8 (61.5) 31 (8. ３)
80% 以上 6 (5.6) 1 (5.6) 7 (1.9)
70% 以上 5 (4.7) 2 (11.1) 1 (7.7) 8 (2.2)
60% 以上 2 (2.1) 3 (2.8) 3 (16.7) 8 (2.2)
50% 以上 3 (3.2) 5 (4.7) 8 (2.2)
40% 以上 3 (3.2) 10 (9.3) 2 (11.1) 4 (30.8) 19 (5.1)
30% 以上 4 (4.3) 14 (13.1) 3 (16.7) 21 (5.6)
20% 以上 8 (8.5) 11 (10.3) 2 (11.1) 21 (5.6)
10% 以上 14 (14.9) 29 (27.1) 43 (11.6)
0% 以上 58 (61.7) 8 (7.5) 66 (17.7)
算出不可 140 (100) 140 (37.6)
効果量の範囲･
ごとの小計
140 (37.6) 94 (25.3) 107 (28.8) 18 (4.8) 13 (3.5) 372
　一般に小さい要因の効果を検出する確率は、大きい効果を検出するより難しくなる。従っ
て他の条件が一定ならば効果量が低い方が検定力は低くなる（鈴川・豊田･2012）。本調査結
果でも低い効果量の結果は検定力も低いものが多く、その傾向が見て取れる。
5-3　「有意傾向」とされた結果の効果量と検定力
　p 値が 5%をやや超えた場合、いくつかの論文では積極的判断は保留しつつも「有意傾向」
「傾向差」「若干差がある」として、注目する要因の効果がある可能性が示唆されていた（表 4）。
数は少ないが、このような結果を報告した 20 例のうち、5例（25.0%）が効果量大の範疇に
あり、9例（45.0%）が効果量中、5例（25.0%）が効果量小の範囲内であった。一方これら
20 例の結果のうち、14 例（70%）は検定力 80%を超え、5例（25%）が 40%台、1例（5%）
は検定力も効果量も算出できなかった。
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表 4　「有意傾向」の結果の効果量と検定力の頻度（括弧内は比率）
効果量の範囲 検定力の範囲
検定力 算出不可 小以下 小 中 大 ごとの小計
90%以上 3 (60) 2 (22.2) 1 (20) 6 (30)
80% 以上 5 (55.6) 3 (60) 8 (40)
70% 以上
60%以上
50%以上
40%以上 2 (40) 2 (22.2) 1 (20) 5 (25)
30% 以上
20%以上
10%以上
0%以上
算出不可 1 (100) 1 (5)
効果量の範囲･
ごとの小計
1 (5) 5 (25) 9 (45) 5 (25) 20
6．　考察
6-1　結果の考察
　2004 年から 2014 年までの論文 60 本中では 1本を除き、効果量または検定力にふれたも
のはなく、検定結果の議論にとどまっていたが、2015 年から 5本の論文のうち分散分析を
用いた 2本のみで効果量が報告され、その 1本では効果量の大小が考察の対象となっていた。
教育学と心理学の海外の学会誌の効果量使用状況についてのレビュー論文では過去の論文の
約半数が効果量を報告し、そのうち約 6割が論文中の考察の対象としていたと報告し、それ
でも満足できるレベルには及ばないと憂慮されている (Sun,･et･al.,･2010)。本調査によって見
えてきた効果量の使用状況を鑑みると、学会全体への理解の普及が喫緊の課題であることが
窺える。特に現在は分散分析でのみ効果量が報告されており、ほかの手法での報告も待たれ
る。
　効果量の集計結果の傾向に注目すると、有意な要因の効果があると判断された結果の約 6
割が効果量大、約 2割が効果量中の範囲にあったことから、有意であると判断された結果の
多くが実質的な効果も大きい要因だったことを示唆する。もし標本サイズに結果が左右され
る検定結果のみならず、効果量も論考の根拠として用いれば、実質的な効果をも考慮したよ
り説得力のある論考となるだろう。一方で約 1割の結果が効果量小、またはそれ以下の範囲
にもかかわらず、検定結果のみにより有意であるという判断がなされていた。今後効果量を
積極的に解釈に組み入れていくならば、要因の有意な効果があるとp 値よってのみで判断
することなく複数の数値結果からより妥当性の高い解釈を導ける。さらに有意であると判断
された結果のうち 7.3％は数値が十分に提供されず、有意な結果が実質的な要因の効果、ま
たは標本サイズの大きさのいずれから得られたのか吟味できない。要因の実質的な効果の大
小が検討されることで、およそこれら 18%の有意な結果の妥当性を高め、この分野の知識
の集積や理論の発展を適切な方向に進められることが期待できるだろう。
　有意な結果を得なかった検定の効果量を見ると、25.3% が効果量小未満で、28.8% が効果
量小の範囲であり、検定のみでも半数以上の結果では実質的な要因の差が小さいものは有意
な要因の効果がないと結論付けていた傾向が窺える。しかしながら、検定で要因の効果がな
いと判断されたものの、効果量を考えると、3.5% の結果が実質的には大きい効果、そして 4.8%
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は中程度の効果があると示唆されており、これら 8.3% は、実質的な要因の効果の検討が有
意義であったと言える。例えば、2010 年代のある論文では、多くの学習者のある事柄への
態度を複数群間で比較し、有意な差があると結論付けていた。しかし効果量小の範囲である
結果があり、効果量を考慮に入れれば、検定によって得た有意な差があるという解釈は実は
極端に大きい標本による結果ではないかと再考することができただろう。
　また、頻度は少ないが、20 例で「有意傾向」があると判断され、そのうち 5例が効果量
大の範囲であった。これらの結果は要因の効果があるとの積極的な判断は保留されていたが、
効果量を考慮すれば、有意水準をp 値が下回らなかったのは標本が小さすぎたためで、実
質的な効果は大きかったと解釈でき、積極的に主張ができた可能性がある。もし効果量中ま
で考慮すれば、20 例中のさらに 9例についても同様のことが言える。中でも複数の学習方
法による習得効果を測定した 2000 年代のある研究では、.05 ≦p ≦ .10 であり、特定の学習
方法の効果がある「傾向」があると断言を避ける表現で報告がされていた。しかし 10 人以
下の標本群間の比較結果であったことや、効果量は大きい範囲であったことを考えると、標
本サイズの適切さはともかくとして、より積極的な主張もできていたことだろう。
　さらに、注目すべきは、有意な効果がないと判断された結果の 37.6% は、効果の大きさを
判断する根拠となる数値が十分に提供されていないことである。有意でなかった結果には十
分な数値が報告されず、効果量を算出できない論文が多いことは既に心理学分野でも指摘さ
れている (Fritz,･et･al.,･2012;･杉澤 ,･1999)。この際の問題は、これらの検定結果が実質的に効
果がなかったことに起因するのか、標本が小さすぎたことに起因するのか疑問を残すことで
ある。効果量などの実質的な差を検討しなかったために、4割弱の結果で、効果や差がない
という解釈が妥当なのか、標本サイズが小さすぎたという解釈が妥当なのか不明瞭であるこ
とは、この分野の知識集積のために改善の余地を残していると言える。特に村上 (2010) は日
本語教育では標本サイズが小さい傾向があると懸念しており、その疑いは捨てきれない。標
本サイズが妥当かどうかは研究の質を左右する ( 村上 ,･2010) という指摘はもっともであり、
その点でも検定力の検証、または研究前に検定力分析を行い、理想的な標本サイズの算出を
積極的に行うべきではなかろうか (Sun,･et･al.,･2010)。そのためには期待される効果量の目安
が先行研究から得られなければならないが、現状では本稿が示した通りそれが難しく、今後
分散分析にとどまらず効果量が継続して報告されることが期待される。実質的な要因の効果
を示唆する効果量などの数値の算出のため、十分な結果が報告され、検討されれば、さらな
る論考の質向上が見込めるだろう。
　これらの研究では学習者の学年の違いや母語などの要因の違いによる効果、例えば言語知
識や学習傾向などの実質的な差に興味があるはずだ。よって標本サイズが極端に大きければ
ほぼ必ず有意な結果を得る検定だけでは本質的に研究者の問いに答えきれず、厳格な知識の
集積を妨げかねない。また、注目している要因の実質的な効果や差を吟味するための十分な
数値が提供されていないことも多く、現状ではこれまでの知識の集約に資するメタ分析を行
うことも、後続の研究者が再現性を検証することも難しい。もちろん、2015 年から効果量
を報告し、考察の対象とした論文も見られ、これからの展開に期待がかかる。また、本調査
の対象とならなかった論考には、検定を用いず、テストの素点などの実測値を議論の対象と
している論文もあり、それらは実質的な差の大小を検討していたことになる。平均値だけで
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も要因の影響を評価する十分かつ適切な指標であるという意見もあると同時に (Fritz,･et･al.,･
2012)、効率的な日本語教育研究の成果の集積のために何らかの統一的な枠組みを用いるこ
とも推奨されており ( 村上 ,･2010)、平均値はもちろんのこと、標準化された値である効果量
はその一つとして有用である。
　『教育心理学研究』では検定力に言及した論文は一本もなかったと報告されているが(杉澤 ,･
2011)、『日本語教育』でも同様であり、検定結果の信頼性について今後留意していく必要性
は高い。本調査結果では、有意だと判断された結果のうち、母集団に効果があっても 2回に
1回も判定できない標本であることを示す検定力 50%未満の結果は 3.2%、80%未満 50%以
上は 13.9% だった一方で、76%の検定が Cohen･ (1992) の基準である 80%を満たし、有意な
結果であると結論付けた例は概して高い検定力だったことが窺える。ただし 7.3% の結果は
検定力が算出できず、「有意である」という結果がどの程度の確率で母集団から得られる研
究計画であったか、どの程度信頼できるか読者は知りえない。もし十分な数値が提供されれ
ばこれら 7.3% の結果の信頼性を高めたり、検定力が不十分ならば今後の研究による再現性
調査につなげたりしていけたことだろう。例えば、2000 年代のある論文では、複数教師群
のある事柄に対する態度を比較し、有意な差があると結論付けた。効果量を算出すると大き
い範囲であり実質的な差も大きそうであるが、検定力が 40%台であり、研究計画を確認す
ると非常に小さい標本サイズで検討していることが分かる。このような結果はたまたま今回
の標本から得られただけで、念頭にある母集団ではほぼ起こらない可能性が懸念され、十分
な標本サイズを確保した将来の再現検証が求められる。
　有意な結果でないとき通常検定力は低い (Sun,･et･al.,･2010)。しかし検定で有意な結果が得
られなかった場合に検定力が低すぎなければ、注目する要因の効果がゼロであるという帰無
仮説を受け入れる目安となる。しかし検定力が低すぎれば標本サイズが小さすぎた疑問が残
り、積極的に要因の効果がゼロであると結論付けるのは難しい (Fritz,･et･al.,･2013)。例えば
本調査の有意な結果を得なかった 37.6% で「要因の効果はなかった」と述べるにとどまり、
関連する数値が全く提供されていなかった。しかし厳密には検定力の情報がなければ、帰無
仮説を棄却できなかったときに「要因の効果はあるとは言えない」と言えても「要因の効
果はゼロである」という結論は導けない (Fritz,･et･al.,･2013)。今後、十分な数値が報告され、
考慮されれば、有意な効果がないと結論付けた結果のおよそ 4割弱でその結論の信頼性を高
めることができる。
　検定力は先行研究に基づき想定される意味のある要因の効果を、説得力をもって提示する
ためにはどれくらいの標本サイズを集めればよいか概算でき、研究前に用いるのがより効果
的である (Sun,･et･al.,･2010)。検定力に注目せず、実際には存在するはずの要因の効果をほと
んど判別しえない低い検定力下の研究計画で研究を行なうことは時間とリソースの浪費であ
るとも言われ (Sun,･et･al.,･2010)、検定力が低くほとんど起こりえないと推計される結果が支
持される分野への危険性が指摘されている (Fritz,･et･al.,･2013)。今回の調査では検定力の調
査前の使用を示唆している論文は見当たらなかった。もちろんこの分野では、学習者の背景
や能力、調査環境など様々な制約がある中で、実現可能な範囲でできる限り条件を統制し、
調査や実験が行われているはずだ。その中で意図的に標本サイズを小さくしているわけでは
なく、実現可能な調査協力者がそれだけだったという事情があるかもしれない。ならば、そ
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の統計的手法の選択と使用がそもそもその環境で適切か十分に検討すべきであり、使用する
ならば調査の限界として標本サイズについて積極的に考察に含める必要があるだろう。検定
力を加味するとこれまで述べたような議論が可能となり、解釈に複眼的視点を持たせること
ができる。
6-2　本調査の限界と批判的考察
　本研究で用いた Cohen の効果量の基準は目安であり、本来、研究が対象とする分野での
意味に照らして、その示唆された要因の効果の程度を吟味すべきである。ただし現在まで
は 3本が効果量の記載をしているものの、その程度を検討したものはうち 1本である。扱っ
た要因の効果が注目に足る程度なのか、有意な結果を得なかった際の実質的な効果はどの程
度だったのか、およびその大きさが注目する分野ではどの程度の意味を持つのかという考察
はまだない。このような状況ではどの程度の効果が注目すべきなのか評価しえず、そのため
にCohen の基準をツールとして使用することは一定の意義がある (Fritz,･et･al.,･2012;･Sun,･et･
al.,･2010)。
　また、効果量指標にはいくつかの種類がある。異なる指標を使用すれば、本調査とは違う
結果を得る可能性もある。多くは概念的にも数学的にも非常に似通っているが、算出方法や
意味、目的が異なるものもあり、適切ならば種類の異なる効果量を併記することも重要であ
るとも言われる (Fritz,･et･al.,･2012)。もちろん、自動的に、または容易に算出できるという
理由での選択は避けるべきだが (Fritz,･et･al.,･2012)、現在までの論文から得られる数値を考
慮すると、本調査で用いた指標と手続きは現状で最適な選択であったと考える。
　さらに、序論で述べたように、本稿は対象とした論文の妥当性と信頼性のあくまでも一側
面を照らしたに過ぎない。個々の論文の要因配置や材料、課題の適切性、測定尺度の妥当性
や信頼性などの調査計画上の様々な側面の吟味を抜きにして本稿は『日本語教育』の傾向を
示したが、これらの面でも検定が適切に行われているか検証する必要もあるだろう。本稿が
扱った個々の事例について言えば、効果量小でも注目すべき事例があり得るだろうし、効果
量大であっても本当に意味のある差なのかは本稿で踏み込んでいない。また、同じ効果量で
も、それが長期的なものか、一過性なのかによっても意味合いは変わってくる (Prentice･&･
Miller,･1992)。しかし狭い観点であれど本調査で示したこの領域の発展可能性の伸びしろは
大きく、この分野の査読者、研究者や読者への意識喚起が重要である。
　もちろん効果量と検定力が検定の問題を全て解決するわけではなく、他指標による検証も
重要だろう。平均値の信頼区間や効果量の信頼区間も読者に重要な情報を与えうるし (Fritz,･
et･al.,･2013)、そもそも検定以外の手法も検討されるべきだ (Johnson,･1999)。例えばp 値の
使用を禁止するある社会心理学誌は、代わる手法の一例としてベイズ統計に注目している
(Trafimow･&･Marks,･2015,･p.･1)。効果量を提示せずとも有意な結果の有無にかかわらず十分
な記述的統計結果を提示すべきとの意見もある (Fritz,･et･al.,･2012)。
6-3　今後の展望の考察
　効果量と検定力の重要性はすでに指摘されているとおりだが、本稿の結果を踏まえ、この
分野の発展が望める領域を以下まとめる。
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•･･･効果量を考慮することで、有意な効果があると結論付けたもののうち効果量が小さい
（10.9%）、またはそれ以下の範囲の結果（0.5%）、および有意な差があると結論付けられ
なかったもののうち効果量が大程度（3.5%）、または中程度の範囲の結果（4.8%）につい
てより適切な解釈が可能となる。
•･･･本調査では有意な結果の 7.3%、有意な要因の効果がないと判断された結果の際立って
37.6% で十分な情報が提示されておらず、効果量や検定力を考慮することで、それぞれ結
果と主張の妥当性と信頼性を高めることができる。
•･･･これまでの有意な検定結果の 16.7% は 10 回に 8 回得られない研究計画で得られており、
検定力を考察に含めることで適切な標本サイズでの将来の再現性調査の意義を示唆する
ことができる。
•･･･研究者が期待する効果量に基づいて検定力分析を事前に行い、必要な標本サイズを考慮
する。そうすることで極端に大きい標本サイズから得られた小さい要因の効果による有
意な結果を避けることができる。様々な事情から適切な標本サイズが得られない場合、
検定が信頼性が高い結果を得る手法か検討し、標本サイズに依存しない数値を提供する
ことで読者がより適切に批評できる。
7．終わりに
　本調査結果、そして効果量と検定力の重要性を鑑みると『日本語教育』もいずれ『Language･
Learning』が明示的に要求するように、まず効果量の提示を促進すべきではないか。こう
いった決定を学会誌の方針として明言するのは野心的だと考えられるかもしれないが、多く
の国際誌が奨励しており過当だとも言えないのではないだろうか (Onwuegbuzie･&･Leech,･
2004)。知の集約と蓄積を重要な役割の一つとする研究活動において、検定を使う限り、効
果量や検定力の考慮、またはそのための十分なデータの提示はその研究分野全体の発展のた
め (Sun,･et･al.,･2010)、さらには新しい方向性の提案や様々な実践の質向上のために重要であ
る。効果量を含め十分に読者に情報が提供されれば、将来の研究知見の集積と再現性の検証
がより容易に行えるようになり、日本語教育分野でも村上 (2010) が先行研究結果の再現性の
検証を勧めている。この問題への理解が一般に一朝一夕に進まないことを憂慮する声や、知
識の集積のためにこの問題に対処すべき喫緊性を考慮したとき、学会誌の政策として研究者
へ積極的に推奨することは効果的な方法ではなかろうか｡
　本稿では検定結果の妥当性と信頼性に焦点を絞り、本学会誌の特徴を示した。そして、そ
こに見られた問題の改善による展望を探った。本調査の範囲では検定結果が有意であるかど
うかのみが報告され、効果量と検定力を考慮すると、結果の再検討を要する事例があること
を示した。また、十分なデータが提示されず、標本サイズに左右されない実質的な効果や差
がどの程度なのか、データは母集団からどの程度の確率で得られると推計できるかわからな
い結果は 4割近くに及び、結果や導かれる主張がどれほど信頼に足るものか読者が評価しえ
ないものが多かったことも示した。もちろん統計的手続きで直接の因果関係や原因を探求す
ることは難しく ( 村上 ,･2010)、まして万能な研究手法でもない。しかし先行研究に従うだけ
ではなく、研究課題に対するより適切な手法の批判的かつ建設的な追求は研究者ののぞまし
い姿勢であろう。
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　最近は統計に関する多くの著書や文献が出版され、気軽に統計学を学び始めるにふさわし
い書籍が増えてきていると感じている。その中でも統計学を専門としない筆者が独学で統計
学を学ぶ上で、特に参考となった文献を結びに代えて紹介する。統計的手法を全く知らない
わけではないが、その論理的仕組みについては実は自信がないという方を特に念頭に置いて
いるが、ゼロから独学する方にも十分役立てられるはずである。まず、向後･&･冨永･(2007)
と向後･&･冨永･(2009) はストーリー仕立てで統計的手法を使用するプロセスを実例とともに
解説してくれる。アラン･＆･クライン･(2014) はマンガで帰無仮説検定の基本的な仕組みを丁
寧に解説してくれる書籍の邦訳である。ラインハート･(2014) も翻訳書で、ウェブでダウン
ロードすることができる。統計的手法の仕組みをつかみつつある方がやや専門的な用語で理
解を深めるためのものとしてふさわしいのではないかと思っている。効果量と検定力につい
ての解説が充実している文献として、本稿でもたびたび引用した水本･&･竹内･(2011) と水本･
&･竹内･(2008) を薦める。様々な帰無仮説検定の具体的な手法について、どのような結果を
提示すべきか解説してくれている。本稿が日本語教育における検定の選択や結果の提示につ
いて議論する端緒となることを願っている。
注
(1)･ただし筆者はこのような場合に使われる「有意傾向」や「傾向差」という概念には懐疑的である。詳
しくはDar,･Serlin,･&･Omer･(1994)など。
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Examining the Reliability and Validity of Statistical Results
Reported in Japanese Language Education Research:
A Particular focus on “Nihongo Kyoiku”
Yusuke SAKURAI (The University of Tokyo）
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　　　Here we examine the reliability and validity of null hypothesis testing results reported in a 
major Japanese language education journal “Nihongo Kyooiku” on the basis of the indices of the 
effect size and statistical power. Although the critical evaluation of research analytical procedures is 
inevitable, little research has paid attention to the reliability and validity of the results of statistical 
techniques often employed in this field. Referring to 804 results in the 66 published articles during the 
years 2004 to 2015, we calculate the effect size of each null hypothesis testing result, which suggests 
the degree of the standardised deviation from the null hypothesis, and the statistical power, which 
estimates to what extent (probability) the result would be found in the target population based on the 
sample at hand. Among the studies examined, 11% of statistically significant results suggested that 
the practical sizes of the effect of the factors of interest could be interpreted as small or trivial, and 
would require further investigation. In contrast, among 9% of non-significant results, the effect sizes 
of the results could be considered as medium or large, which implies that the sample was too large, 
and that the effect of the factors may exist. Furthermore, effect size and power could not be calculated 
in approximately 40% of the non-significant results due to the insufficient reporting of statistical result 
indices. Based on our findings, we suggest that greater awareness about reporting the indices of sta-
tistical results among researchers would improve research practices and the efficiency of knowledge 
accumulation in the field. 
